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論文
南朝鮮におけるアメリカ軍政と土地改革
? ? ?
? 嶺
第2次大戦後，大韓民国が出現するまでのあいだ南朝鮮を占領統治したアメ
リカ軍政庁は，一連の土地改革を行なった。 1945年 9月の小作料統制， 1946年
2月の旧日本人所有地の管理， 1948年3月の旧日本人所有地の処分改革は，第
2次大戦後のアメリカの世界戦略あるいはアメリカ外交と発展途上国の土地改
革との関連について，興味のある重要な問題を投げかけるものである。南朝鮮
のアメリカ軍政については，日本における占領政策と対比して，日本に関して
はかなりよく研究も準備もした上で行われたのに，朝鮮についてはほとんどま
とまった智識さえもたないままにそこを占領し，軍政を行わなければならなく
なったということが指摘されている1)。土地改革もまた，．日本の農地改革のよ
うに準備された上で出てきたものではなく，現地の情況への対応から行われば
ならなくなったものであることも指摘されている。とくに，旧日本人所有地の
処分は，選挙を控えて，左翼の進出を抑えるために行われたものであるといわ
れている 2)。また，日本の農地改革が，寄生地主制を一掃する徹底的なものと
して，アメリカ軍の占領下に完遂されたのにたいして，南朝鮮でアメリカ軍政
庁で行ったのは，小作料の統制と旧日本人所有地の管理，処分であって，本格
的な土地改革は，李承晩政府にゆだねられた。しかし，アメリカ軍政庁が行っ
1) George McCune, •、Occupation Politics in Korea" Far Eastern .survey, Vol. 
XV, No. 3 
2) Gary L. Olson, U. S. Foreign Pol切 andthe ThかdWor.ld Peぬant:Land 
Reform in Asia and Latin America, Praeger, N.Y., 1974, 
ー
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た土地改革は，李承晩政府の行った土地改革とともに，左翼から農民を切り離
すことに効果のあったことは，一般に認められていることである。李承晩政府
の行った土地改革は，別稿で取り上げるが，日本の農地改革と比べれば，はる
かに地主的なものであるということができる。それでも，これら一連の土地改
革が，韓国に一定の政治的安定を作り出し，資本主義的関係を作り出すのに重
要な役割を果したことは，否定できない事実であろう。そして，この日本と朝
鮮における経験が，台湾などの経験とともに，土地改革が，発展途上国に資本
主義的関係を作り出し，前近代的社会の中ではっきりした形をとっている政治
的危機を，より近代的関係の中で緩和することに貢献するものであるという確
信をもたせたということができよう。土地改革をおりこんだ国連の「発展途上
国開発の諸方策」は，このような経験をへてはじめて作り出されたものであ
る3)。ラテン・アメリカなどで，アメリカの対外援助政策と関連して行われた
土地改革は，このような関連で検討されなければならないものであろう。
次に，アメリカ軍政庁が南朝鮮で行った土地改革は，この時期に北朝鮮で行
われた土地改革と密接に関連しあうものであることに注目しなければならな
い。朝鮮農民の土地改革にたいする強い願望を前にして，南北両朝鮮において
ほとんど同時に小作料の統制が行われた。ともに，地主の取り分を3096とする
三七制であった。南北朝鮮で時を同じくして，ほとんど同じ内容の小作料の統
制が行われたことは，この時期における米ソ関係と，朝鮮を南北に分断して占
領した米ソ両軍の占領政策の関係を示唆して興味深いが，不思議なことに，こ
れまでこのことに触れた研究はほとんど皆無である。これは一つには，分断さ
れた朝鮮を統一的に把えて客観的に跡づける研究が少なかったためではなかろ
うか。ほぼ同様の三七割を出発点にしながら，その後の過程は，南と北とでは
まったく違ったものとなった。北朝鮮においては，徹底した土地改革が遂行さ
3)拙稿「後進国の経済発展と農地改革」『経済論集』第9巻第4号，「アメリカの発展途
上国援助と土地改革」・同上第15巻第6号
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れ，南朝鮮においては，このような土地改革の可能性におそれおののく地主を
協力者にし，これを支える軍政が遂行された。そして，南朝鮮で旧日本人所有
地の処分が行われた時期には，米ソ両大国の関係はそれぞれ資本主義，社会主
義両体制を代表するものとして力を前面におし立ててにらみあう冷戦に入って
おり， 38度線を間にした南北両朝鮮では，まったく異なった社会が相対立して
作られつつあった。朝鮮は内戦への道をまっしぐらに突き進んだ。北朝鮮にお
ける徹底した土地改革への指向と，そのような改革の実施は，南朝鮮にも強い
影響をおよぼした。農民組合などが無償没収・無償分配の徹底した土地改革の
要求をかかげて多くの人びとを結集するようになった。旧日本人所有地の管理
・処分と李承晩政府による農地改革は，このような動きの中で，これに対抗す
るものとして行われたのであった。
南朝鮮のアメリカ軍政庁は，朝鮮人民共和国政府と人民委員会を無視し，敵
視する政策をとったために，当初から地主と結びつく傾向をもっていた。北朝
鮮で徹底した土地改革が実施され，その影響をうけた南朝鮮の農民がアメリカ
軍政庁にたいする不信をつのらせる中で，この傾向はいっそう強められた。さ
らに，米ソの冷戦が出現し，激しさをます中で，この傾向は，またさらに強め
られた。旧日本人所有地の管理・処分は，このようにアメリカ軍政庁と地主と
のつながりが強くなる中で行われたものであり，李承晩による土地改革は，そ
の延長線上に行われたものであった。しかし，このように農民に対抗し，地主
と結びつく政治状況の中で行われた土地改革は，それまでの地主制をそのまま
強化するものではなかった。むしろ，それまでの地主制が激化させる政治危機
を，農民の要求に妥協し，旧い地主制による小作料を軽減し，小作地を部分的
に解放することによって切り抜けようとするものであった。したがって，アメ
リカ軍政庁の土地改革にむけての動きにたいして，地主はできるかぎりの妨害
を試み，また実施過去でできるだけ骨抜きにすることをはかった。このために
南朝鮮の土地改革は，日本のものと比べて，はるかに地主に有利なものになっ
たのである。それでも，農民の抵抗を切り崩し，その後の韓国の進路に大きな
3 
780 隅西大學『親清論集』第26巻第6号
役割を果した。
わが国では南朝鮮よりも徹底した農地改革が行われたにもかかわらず，その
事実を認めようとしない傾向がきわめて強いものとして存在した。帝国主義国
の軍隊が占頒しているもとで民主的改革が行われるはずがないという信念が，
歴史的現実を客観的に直視することを妨げたのである4)。高度成長期にむけて
の日本資本主義の発展によって，半封建的地主制残存説は，あまりにも現実ば
なれしたものであることが明らかになって，口にされなくなった。しかし，今
日にいたるまで，その体系的な批判，自己批判は，まだなされていない。南朝
鮮の土地改革は，わが国のものよりも不徹底な，部分的なものとして行われ，
また地主とのつながりがより強い政府によって実施されたものである。日本農
地改革の現実を見ることのできない眼鏡IC,それよりも不徹底で，部分的な改
革の効果がうつるはずがない。これが，北朝鮮については，徹底した土地改だ
けをうつし出し，それに先行する三七制については，これが南北朝鮮に，ほぼ
同じ時期に，ほぼ同じ内容で行われたことを無視する一因になっている。朝鮮
の戦後史を，統一朝鮮の視角から客観的に分析したものが，とくに韓国農業に
ついてほとんど存在しない一因がここにあるといって，必ずしも過言ではある
まい。
ここでは，アメリカ軍政庁が南朝鮮で行った土地改革を，以上のことを考慮
に入れながら，合衆国政府および南朝鮮のアメリカ軍政庁の土地改革にたいす
る見解，政策の推移との関連でみていこうとするものである。
解放前南朝鮮の地主制と朝鮮人民共和国政府の土地政策
アメリカ軍が1945年9月8日に仁川に上陸した時には，すでに，朝鮮人民共
4)わが国の農地改革の意継を全面的に否定する見解は， 日本共産党『日本共産党の当面
の要求一新しい綱領』 1951年でうち出され，『日本資本主義講座』岩波書店，・ 1953年
9月ー1956年2月が，当時の主要なマルクス主義者を大量動員して，理論的基礎づけ
を行うことによって支配的なものになった。
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和国政府とその地方機関である人民委員会のもとで，激しい攻撃が，地主制度
にたいして行われていた。日本の植民地支配が地主制を基礎にして行われただ
けに，日本からの解放が，多くの朝鮮人にとっては，地主制からの解放につな
がるものと思われたからである。朝鮮人民共和国のもとで，人民委員会は，地
主を投獄し始めた。これは，小作農から，広い共感をえた。人民共和国政府は
小作農にたいして，次のようにつげていた。
地主の土地は，無条件もしくは条件付きで，もしくはごくわずかの補償付
きで没収され，この土地が農民に無償で与えられるだろう。
小作制度の機構と合法制が掘り崩され，改革の機運が進行中であった。朝鮮
の地主制は農業がより発達した南朝鮮においてより発達していた。それだけに
地主制から解放されたいという気運も，南朝鮮においてより強かった。
南朝鮮は，朝鮮における米作農業の中心地であり，それだけに地主制度が発
達していた。南朝鮮農業の特徴として，次のことが指摘されていた。
1. 両班，貴族を淵源とする不在地主が多いことと，中間搾取機関たる舎音
制度が広く行われていたこと。
2. 巨大地主，とくに日本人地主が多いこと。
朝鮮の地主制に日本人地主が果した役割を無視することはできない。これは
1932年に朝鮮で日本人が所有している水田の面積は 624,742町歩（小作させてい
る水田235,100町歩）で， 朝鮮の水田総面積167万町歩の16%,水田小作地総面積
113万町歩の21彩にあたるが，この比率は事態の真相を示すものでなく，「内地
人の所有地の大部分は灌漑水田であり水利の便を有すると考へられるから，水
利安全水田面積765,10.8町（昭和7年末）と対比する時は，その約 3割5分に当
るのである。この後者の数字の方が経済発展現象観察上は逃かに重要である」
といわれたものである丸
この日本人大地主は，朝鮮の穀倉地帯といわれた全羅南道，全羅北道，京畿
5)東畑精一，大川一司「朝鮮米穀経済論』日本学術振興会 1937年， 10ページ
?
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道，忠清南道，黄海道にとくに進出していた。このうちでも，日本人地主の密
集地帯は，水田中核地帯である全羅南道，全羅北道と，畑作中核地帯である黄
海道であった。そして，水田中核地帯には， 500町歩以上の巨大地主が集中し
ていた6)。
3. 地主の農民搾取がきびしいこと。
まず，朝鮮の朝鮮人間の地主小作関係の特質をみておこう 7)。小作料徴収法
には，定租法，執租法，打租法の三種類があった。 (1)定租法は，年の豊凶にか
かわらず，一定額の小作料を徴収する方法である。賭只・定只・支定などとも
よばれた。 (2)執租法は，毎年作物の登熟前後に，地主もしくは舎音（管理人）
が，小作人立会のうえ，水田の立毛のまま収穫量を検見し，小作料高を決定す
るものである。執穂，看穂，看坪ともいわれた。この検見は，小作人の数が多
くて，つぎにのべる打租法の採用が困難なばあいに，これに代って行われたも
のである。 (3)打租法は，地主かその代理人が，小作人立会のうえ，収穫の際に
稲束数をもって，あるいは，脱穀の際に穀物量をもって折半する方法である。
打作，併作，束分ともいわれた。
この小作料徴収法と地主制の発達との関係については，すでに次のように指
摘されている。
「分益小作たる打租，執租は水田に於て約 7割に及んでいる。この小作形
態が定額小作に比較して発達段階の後れていることは，結局のところ小作人
が地主へ依存する程度が強いといふ点にある。即ち肥料種子その他経営上の
必需品が，否しばしば農民自身の食糧品さえが地主の側から供給あるいは貸
与され， そうして生産上における指導，命令が地主の側から行われる」s)。
南朝鮮では，北朝鮮と比べて，定租法の比率が高く，北朝鮮では，打租の比
率が高かった。
6)浅田喬二『日本帝国主義と旧植民地地主制』御茶の水書房 1974, 79-80ページ
7)同上93-98ページ
8)東畑，大川上掲書71ページ
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小作料形態は，現物納が圧倒的に多く， 90％をしめていた。それも玄米で行
われるのではなく，籾で納められていた。
小作料率は，小作料の徴収法によって若干異なる。定租法では，一般的に40
~50%であるが，高いものでは80～90%というものもある。執租法では,50%
を標準とするけれでも，収穫量を実収量以上に査定することが多いので， 60～
70%をこえることも少くないといわれた6打租法では，折半を原則とするけれ
ども，租税を誰が負担するか，種子・藁稗の帰属関係などによって，分配率に
かなりの差異が生じていた。
さらに，小作料のほかに，本来地主が負担しなければならない公租・公課を
小作人に転荷することが少くなかった。 1930年頃で，地主で公租・公課を小作
人に負担させているものが46％，小作人でこれらを転荷されているもの48％と
いわれた。地域別では，忠清北道，慶尚道,全羅道，江原道で，公租・公課を
小作人に転荷する地主が多い。つまり，南朝鮮を中心とする水田地帯に， この
ような地主が多かったのである。また，地主の負担しなければならない水利組
合費を小作人に転荷する地主も多く， さらに,旧来の用水料，すなわち俗称水
税といわれるものを小作人に負担させる地主も多かった｡このほか，南朝鮮で
は，農会費のようなものまで小作人に転荷されることが多かった。
さらに，舎音の報酬，検見の手数料，地主・舎音・秋収員の饗応接待費，計
量代，調整場使用料，地主・舎音への贈物，地主・舎音の住宅修理，掃除の手
伝，冠婚葬祭時の労働力提供なども小作人に転したのである。
朝鮮の地主小作人関係をみて注目されることは，封建的地代原則が， きわめ
てはっきりした形で貫徹していることである。全剰余労働部分，あるいはそれ
以上のものが，小作人から収奪された。そこで，水田地帯のように，反当収穫
量の多いところでは，小作料率が高く， さらに小作料以外の負担を小作人に課
すことが多くなっているのである。生産力が増大すると，その増大部分が小作
料として地主に吸収されてしまう。そこで，後にみるように，生産力の高い南
朝鮮において農民の貧窮がかえって著しいということが生じていたのである。
7
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つぎに，南朝鮮に多かった日本八大地主と朝鮮人小作農との関係をみておこ
う。
日本人大地主と朝鮮人小作農との関係を象徴するものは， 日本人大地主の農
場で数多く見受けられた「小作規定｣， ｢小作人規定｣，「小作人必行事項」であ
る。これらの小作規定は,本来的な小作条件のほかに，肘)農場の組織，経営方
法ならびに農場内の秩序に関する事項〉 （ﾛ)これらの諸規定に違反したばあいの
制裁事項について規定していた。と:<に，農場内における小作人の社会的地位
・身分的従属性，人格的非自立性を規定した事項が中心をなしていた9)。
日本人地主が朝鮮人小作農の農業経営にたいして行った規制についてみると
まず，種子と品種は，地主の指定したものを使用しなければならないと，強制
されていた。肥料については，地主は肥料の種類，使用量，使用法を規定し，
肥料代は小作人の負担とされていた：ざらにj地主は，生産技術について，一
切の事項を小作人に指示・命令し;'もし小作人がこれに従わないばあいには，
契約を解除すると規定していた。
小作料については，打租と執租が多く，定租は小なかった。小作料率は折半
を原則とするものが多いが，水利組谷地域，あるいは土地改良実施地域では，
60％が普通になっていた。また,小作料の品質，容重量，包装について厳重細
密な規定が行われていた。さらに，小作人は，地主にたいする小作料，その他
一切の前借資金の返還が完了するまで， 自己の生産物を自由に販売，処分する
ことを禁止されていた。また，地主は，小作人から小作契約成立の際に保証金
を徴収し， もし小作人が小作料や前借資金の返済を完了しきれないばあいには
この保証金を，その弁済にあてることにした。
小作人にたいして,居住制限が規定されていた。小作人は，農場小作に専心
できる距離内に居住することを強要された。この居住制限と保証金とが結付い
て，小作人を農場に縛りつける:のに有効に働いた。
‘ ． ｡： ． .」 ．i･・ ： ． ‐
9）浅田前掲書106-107ページ
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農場内の秩序維指のための取締規則には，一般小作人に悪影響をあたえる小
作人，法令に違反し，あるいは良風美俗に反し，公安秩序を乱すおそれのある
小作人，小作争議団体に加入し，あるいは農場にたいし不当の要求もしくは反
抗的言辞をしたばあいには，ただちに農場から退去させられることとなってい
た。
日本人大地主の小作人にたいする優越的地位は，小作契約解除の条件の中に
はっきりした形をとっている。例えば，東洋拓殖会社は，次のように規定して
いた。
（1） 会社の指定した農事改良を行わなかった時。
（2） 小作料貸付肥料代その他貸付物品代を指定期日内に納めない時。
（3） 小作地を荒廃させたり，荒廃させるおそれのある時。
（4） 小作地または小作権を他人に転貸あるいは譲渡した時。
（5）勝手に小作地形地目を変更した時。
4． 地主の対極にいる農民は，零細小作農が多く，窮乏困億の極に達してい
た。
朝鮮では，いわゆる「春窮」といって，食糧端境期である春季に，生活に窮
する農民が大量に発生した。小作農民の「春窮」率は高く,70%に達したが，
とくに全羅道，忠清南道といった南朝鮮の水田中核地帯，大地主密集地帯で
「春窮」農民の割合が高く， 1927年で南朝鮮の農民全体の50.8%,小作農の
65.3％が春窮農民となっている10)oこのような貧窮小作農民は，生活費を得る
ために，賃労働を行わなければならないが， この賃労働を行う小作農は，小作
農総数の40％にも達し，とくに南朝鮮の水田中核地帯である3道では，約50％
の高率になっている'1)。
朝鮮農民の貧窮が生きていくぎりぎりのところさえもこえるものであったこ
とは，幾つかの調査で指摘されている。例えば，東畑精一，大川一司氏は，産
10）東畑精一，大川一司前掲書105-106ページ
11）浅田前掲書
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米増殖計画によって朝鮮米の生産量と日本への移出量はともに増加したが，朝
鮮人の米の消費量が逆に減少し， この米を補うものとして中国（満洲）から粟
を輸入しているが， この満洲粟の消費量さえ減少していることを指摘して， こ
れが「朝鮮農民の消費生活の全く乏しくその暗黒面を示すものである｣12)とい
っている。
このような地主制の存在と， これにたいする朝鮮人の憎悪のために，朝鮮人
民共和国政府の綱領の中で，土地改革， とくに重要な位置を占めていた。そし
て， この土地改革は，朝鮮人民共和国政府にたいする広範で熱烈な支持の一つ
の重要な基礎であった。しかし，アメリカ政府も朝鮮のアメリカ軍政庁も， こ
の朝鮮人民共和国を無視し， そのために朝鮮人の強い反感を買うことになっ
た’3)。
小作料統制、三・七制施行
アメリカ軍政庁は， しかしながら，土地改革にたいする朝鮮人の願望をまっ
たく無視したのではなかった。
1945年10月5日の政令9号は，農地の小作料が収穫の3分の1を上廻らない
こと，小作料支払のきまった形態，小作契約の締決を指示した。これは10月10
日のアメリカ軍政庁農商務部命令1号によって強められた。この命令は，小作
農の法的保護に関するものであった。
すでにみてきたような朝鮮の地主制の南朝鮮における発達を考えれば， この
小作数の統制がもたらした影響の大きかったことは容易に想像できよう。耕作
農民は，経済上有利になり，経営の改善や，生活の向上を行うことができる可
能性が生じた。このことが地価にも影響をおよばすこととなったといわれてい
12）東畑，大川前掲書103ページ
13）拙稿「第二次大戦直後におけるアメリカの朝鮮政策と朝鮮民族の自決」『経済論集』
第25巻第1号
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るユ4)。
この南朝鮮の三七制を，北朝鮮の三七制'5)と関連させて考察することは，
きわめて興味深い課題である。南朝鮮で三七制が行われたのと同じ時期に，北
朝鮮においてもほぱ同様の改革が行われた。すなわち1945年10月10日，共産党
創立大会で採択された「土地問題にかんする決議」にもとづく三七制である。
小作料を引下げて30%とすることについては，南朝鮮で行われた小作料の統制
とまったく同じである。南朝鮮において地主制がより発展していたことを考え
れば，南朝鮮の小作料の統制のほうがより強い効果をもつべきものであったと
いえないことはなかろう。終戦直後，朝鮮には統一独立の気運が満ちていた。
38度線をこえて，南北いずれかの地域で起ったことは，きわめて敏感に他の地
域に伝わっていった。事実，翌1946年に，北朝鮮で北朝鮮臨時人民委員会の土
地改革令，土地改革実施にかんする臨時処置法にもとづいて行われた徹底した
土地改革は，南朝鮮に敏感に影響して，強いインパクトをあたえている。しか
し， 1945年10月に，南北朝鮮にほぱ同時に，同様な内容で開始された三七制に
ついて，その相互関連性は， これまで，ほとんど問題にされないできた。
三・七制が南北両朝鮮で，同じ時期に，ほぱ同じ内容で行われたことを無視
している例として， 『農地改革顛末概要』をあげることができる。 この本は少
くとも一時期，農地改革に関する最も権威のある本とみなされたものである。
そこには，南朝鮮の三七制については「小作料の統制」として一項目を設けて
説明しながら，北朝鮮で三七制が行われたことについては一言も触れることな
く，いきなり1946年の土地改革の説明に入っている。そして，次のような結論
を引き出している。
14）農地改革記録委員会『農地改革顕末概要』1288－9ページ
15）北朝鮮の三七制については，拙稿「北朝鮮の土地改革」（第25巻5号）において，北
朝鮮の土地改革の第一段階と規定している。北朝鮮では，翌1946年3月に北朝鮮臨時
人民委員会が土地改革令と土地改革実施にかんする臨時処置法を公布し，徹底した土
地改革が遂行されることになった。
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「北朝鮮の土地改革は，南朝鮮のそれが漸進的，微温的であったのに対し
て極めて急進的な方式をとり，無償没収，無償分与を原則としている｣'6)。
たしかに，北朝鮮で1946年の土地改革法にもとづいて遂行された土地改革は
無償没収，無償分与を原則とした急進的，徹底的な土地改革であった。そして
南朝鮮で行われた土地改革は，アメリカ軍政庁によって行われたものと，李承
晩政府によって行われたものとを通じて，漸進的，微温的なものにすぎなかっ
た。しかし， このように南北両朝鮮でまったく違うものとして行われた朝鮮の
土地改革は，その出発点をなす1945年10月の三七制施行においては，きわめて
類似した内容をもっていたのである。もちろん，全収穫の中から小作料として
地主が受け取るものが30%であるということで同じ小作数の統制であっても，
北朝鮮においては地主制撤廃をめざす闘争と結びついてこれが遂行され，南朝
鮮では，地主グループ保護の政策体系の中で遂行された点で，大きく異ってお
り， この相異がその後の土地改革の決定的な違いを導き出したということがで
きるであろう。しかし，それにしても， この三七制を南朝鮮についてだけ説明
し，北朝鮮について無視してしまうことは問題であろう。このような片手落ち
｜は南北両朝鮮の土地改革のそれぞれについて客観的な判断をあやまらせること
になる。
ところで， この南朝鮮における小作料の統制は，漸進的な土地改革としては
妥当な措置とみられる面をもちながらも，現実には成功しなかった。その理由
として，二つのことがあげられてきた。一つは，地主と小作人の社会的・経済
的地位に大きなへだたりのあった朝鮮で，耕作権の不安定と相俟って，小作人
自らが， これを主張実践する力がなかったことである'7)。
いま一つは，三七制実施後の南朝鮮におけるインフレの激化と米価の高騰で
ある'8)。
『農地改革顛末概要』1294ページ
同上1289ページ
同上
16）
17）
18）
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第一の理由は，一般的にはきわめて説得的な理由である。しかし，三七制が
施行された情況のもとでは，ただちに首肯できない。すでに指摘しているよう
に， 日本の植民地支配が終ったことで爆発的に高まった統一独立の動きは，植
民地体制の基礎をなした地主制にたいする攻撃を開始していた。朝鮮人民共和
国政府の土地政策は， この動きに拍車をかけていた。地主と小作人の力のバラ
ンスは，大きく崩れつつあった。このような情況下で行われた三七制について
もしもそれが成功しなかった理由として地主と小作人の力の懸隔をあげるのな
らば， この崩れつつあるバランスを支えたものの存在が指摘されなければなら
ない。このようなものとしてアメリカ軍政の朝鮮人民共和国敵視政策と，その
結果として地主たちにあたえることになった支指政策が注目されなければなら
ないのである。
インフレと米価の高騰については，アメリカ軍政に関連して，次のような事
情が指摘できる。朝鮮には， 1933年以来米穀統制法が施行され，1939年には，
朝鮮米穀統制令が施行され， この米穀統制と労働力の日本への強制連行によっ
て，米の生産高は減少の一途をたどっていた。 1945年9月南朝鮮を占領したア
メリカ軍は， 10月5日，一般告示第1号で食糧統制を解除し，米の自由市場開
設を宣言した。これは，朝鮮農民に歓迎された。しかし，食糧事情に関するア
メリカ軍政府の判断は，あまりにも楽歓的にすぎ，厳しい現実の前に自由市場
開設案を撤回しなければならなかった。戦争中に朝鮮の食糧生産が低下してい
たことにたいする軽視と，海外からの予想外の大量帰国のためであった。解放
後南朝鮮に帰った朝鮮人は， 2百万人を上廻り，その多くが， ソウル，釜山な
どの大都市に集中した。そこに作り出された厳しい食糧事情は，米の自由市場
開設を許さなかった。 12月19日に，一般告示第6号をもって，米穀が危急状態
にあると告げて， 10月5日の告示を改め，1946年1月，米穀収集令を公布した。
米，麦の強制供出が始まった。アメリカ軍政庁は， 1945年の米生産高を約1285
万石のうち，供出目標を551万名としていたが，供出高68万石にすぎず，しか
も， この実績の中には， 日本人の小作料として収集することに該当したもの約
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10万石と，日本軍用米接収分をふくんでいた'9)。そこでいわゆる「ジープ供
出」によって都市の食糧を確保しなければならなかった。そこには，必然的
に，供出価格と時価との間に大きなへだたりができ，供出は，その差だけ農家
の所得を強制的に引下げる役割を果した。これを補うために農村の生活必需品
である綿布，ゴム靴，マッチなどの物資が送られたが，輸出途中の事故続出の
ために農家の手にとどいたのは少なかったといわれている。供出は，原則とし
ては自家消費量を残すこととされていたが，小作料については， 自家消費量如
何にかかわらず全量現物で供出させた。農村の細農，小作農の中には， 自己食
糧も確保できないものが多くなった。
このような農村事情が全国農民組合総連盟（全農）の結成をたすけた。 1945
年12月結成された全農は，朝鮮労働組合全国評議会（全評）など南朝鮮民主主
義民族戦線の政治闘争と結合して，急進的となった。全農は小作条件の緩和を
要求し，やがて土地改革を要求するようになったが，そこには，北朝鮮の影響
が無視できないものになっている。
このような南朝鮮の三七制にたいして，北朝鮮の三七制が，北朝鮮がソ連軍
の占領下にありながらなお小作率を30％にするというところにとどまっていた
ことは，ほとんど信じられないほど穏健なものであった。しかし， この三七制
を発足させた1945年10月10日の朝鮮共産党「土地問題にかんする決議」には，
注目すべき二つの点がある。
一つは， 日本人地主と「親日的反動地主」すなわち親日派，民族反逆者と規
定された地主の土地を没収したことである。これは， 日本の植民地支配からの
解放を喜ぶ朝鮮人の気持にそうものであった。この土地の小作人は，収穫物の
30%を地方政府機関に納めることとされた。
第二に，三七制開始の時に，すでに，地主の土地の没収が指向されていたこ
とである。 「土地問題にかんする決議」を採択した共産党創立大会で，金日成
19）森田芳夫『朝鮮終戦の記録」－米ソ両軍の進駐と日本人の引揚』厳南堂1967年329-
330ページ
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は次のようにのべている。
「農民の利益をようごし，かれらをかくとくするためには，小作料を減免
するたたかいからはじめて， 日本帝国主義とその手先どもの土地を没収する
たたかいをすすめながら， しだいにすべての地主の土地を没収して，農民に
分けあたえる闘争をくりひろげなければなりません｣20)。
この北朝鮮における日本人所有地の没収政策と地主制廃止への指向は，南朝
鮮の農民に影響をおよばさずにはいなかった。アメリカ軍政庁は，いま一歩，
土地改革への処置を進めて， 日本人所有地の解放にむかわなければならなかっ
た。
日本人所有地の管理
南朝鮮を占領したアメリカ軍は， 日本人財産を没収した。その中には， 32万
余町歩の土地が含まれていた。 1945年11月，「新韓公社」を設立して， この土
地を管理させることにした。
新韓公社は， ソウルに本社を，大田，大邸，釜山，裡里，木浦および済州に
支店をおき，各地に分散した農地などの管理・運営にあたった。
新韓公社の管理した土地は，水田が大部分で， この面積は南朝鮮の水田総面
積の16.7％にあたった。しかもこれらの水田は，肥沃な稲作地帯の心臓部を占
め， また土地改良，耕地整理，水利施設などがすべて優先的に行われた所で，
単位あたり収穫量も他にくらべてはるかに高い所であった。新韓公社から耕地
を借入れる農家は554,067戸にのぼり，これは南朝鮮農家総数の27％に達した。
この日本人所有地について，アメリカ軍政庁は， 1945年10月19日に，次のよ
うな思い切った声明を，軍政長官の署名で出していた21)。
アメリカ軍政庁の計画は，すべての日本人の財産を，朝鮮人に有利なよう
に，できるだけ早く没収し，労働を過去40年間存続した絶対的な奴隷状態か
20） 「キム・イルソン著作選集」第1巻8ページ
21)Olson,ibid.
15
792 關西大學『經濟論集』第26巻第6号
ら解放し， 日本人の好智によって強奪された土地を農民に返し，農民にかれ
らの汗と労働の結晶の公正な部分をあたえ， 自由市場の原則を回復し， この
国の男女，子供の一人ひとりに， この美くしい国が恵まれた大きな富の公正
な分けまえを享受できる平等の権利をあたえることである。
この声明にあるように， 日本人所有地は没収された。しかし，その土地を朝
鮮人に返すことは，数年の間行われなかった。それは， この土地分配の意義に
ついて，アメリカ軍政庁の中で意見が分れていたからである。
この時期にアメリカ軍政庁の中にあった一つの見解は，土地改革を，共産主
義に対抗するためのいくつかの有効な戦略の一つと考えるものであった。この
グループは，朝鮮人に独立をあたえたぱあいに，その政府が独自の土地改革を
行えるかどうかには，疑問をもっていた。
もう一つの見解は，軍政長官アーチャー･L･ラーチに代表されるものであ
る。土地改革は，本質的に，共産主義的なものであり，合衆国がこれを行わせ
ることが適当だと考えられないというものであった。これに関連して， もっと
弁護的なのは，朝鮮は解放された国であるので，土地改革は朝鮮人自身にまか
されなければならないものだという見解であった。この限りでは， この人達は
朝鮮人の民族自決の権利を尊重しているかのようにみえる。しかし，本当は，
そうではなかった。この人達もただ「安全」な朝鮮人だけが彼等自身の土地改
革を行うことを許されるだろうという結論からは逃れることはできなかった。
このように対立した二つの見解をもっていたアメリカ軍政庁は厄介な問題を
かかえていた。それは，多くの土地所有者を構成員としている政治的右翼を抱
えこんでいたことである。徹底した土地改革は，極端に政治的に不安定な環境
の下では，右翼の勢力を減殺するかもしれなかった。そこでいかなる土地再分
配も，左翼が潰滅して，それに代るものが作り上げられるまで延期されるとい
う臨時的な決定がなされた。 日本人所有地の朝鮮人への返還（分配）は， この
ようにして延期されたのであった。
1946年に入ると，アメリカ国務省も朝鮮のアメリカ軍政庁も，土地改革にも
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つと関心をもつようになった。 1946年の初めに，エドウィン･W･ポーレイは
トルーマン大統領の個人的代理として南北両朝鮮を旅行した。改革が北で行わ
れ，南で停滞が生じているのをみて，ポーレイは，南で小作農を共産主義から
改宗させるためには，徹底した方策が必要であろうと警告した。 トルーマンは
ポーレイの推測を受け入れ， 「朝鮮人の大部分によって望まれている」土地再分
配を含む諸改革を遂行するようにアメリ力軍政庁を督励するだろうと答えた。
この報告の直前までは,国務省は，土地改革は息の長い課題であって，朝鮮
人自身が作り上げなければならないものであるという立場をとっていた。この
立場は，左翼にたいする広般な支持と小作制度との関係について一般的に過小
評価していたことを反映したものである。 1946年になると,･情勢の深刻さは，
アメリカ軍政庁によっても理解されるようになった。 1月に国務省がアーサー
･C・バンスを長とする調査班を朝鮮に送った時には，アメリカ軍政庁は，土
地改革を検討するように調査班を励ました。この調査班は，軍政長官に直接に
責任をもつ土地改革起草委員会を作り出した｡1947年5月に，この土地改革小
委員会は，土地改革法草案をまとめ上げた｡この草案は，有償買上，有償分配
を原則とするもので，地価を生産高の3倍とし， 15年年賦で払うものであっ
た。このように地主に有利な改革案であったが，地主勢力の強い立法議院は’
土地改革は政府樹立後に実施すべきだということでこれを審議未了にしてしま
った。 1
この草案提出をきっかけにして，各界各層で土地改革構想が出された。米ソ
共同委員会にも，南朝鮮民主主義民族戦線の無償没収．無償分配案，臨時政府
協議会（金九）の有償買上，有償分配案，時局対策協議会（宗鎮禺）の有償買上
・無償分配案の三案が提出された。
1945年には土地改革に積極的に取り組もうとはしていなかったアメリカ政府
が，翌年に入ると一定の土地改革を行わなければならないという立場をとるよ
うになったが， この変化をもたらしたものば, もっぱら,土地改革が朝鮮農民
の願望であり， これを共産党がかかげ， これが北朝鮮で徹底した形で遂行され
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ているために，農民がそこに引きつけられるという事情であった。アメリカ国
務省は，朝鮮の地主制を自作農制におきかえることがアメリカ軍政庁の方針で
あるという立場をとるようになり，土地改革法草案までの処置がとられたので
ある。アメリカ軍政庁は，朝鮮人民共和国政府およびそのもとの人民委員会と
対立したために，地主グループと結びつかなければならなかった。ここに，ア
メリカ軍政庁にとって最も難しい問題があった。それでもアメリカ軍政庁が土
地改革を必要としていたことは， 1947年における李承晩との関係に示されてい
る。李承晩は， 1947年の初めに，臨時政府樹立の提案を行った。しかし，アメ
リカ軍政庁は， この提案を斥けた。この時のアメリカ国務省の判断を決定づけ
たのは，李承晩があまりにも保守すぎて，土地改革を行うことができないだろ
うと考えられたことであるといわれている。土地改革が，南朝鮮の安定を達成
するのに重要であると考えられていたのである。他方，李承晩は，せっかく彼
に有利な情勢が存在するのに， これを土地改革が掘り崩してしまうのではない
かと懸念していたといわれている。
アメリカ軍政庁にとって， これに協力している朝鮮人がいかなる土地関係立
法も行なおうとしていないことがきわめて明らかになりつつあった。そして左
翼が小作地の無償没収と小作人への無償分配を要求し， これが小作農民に積極
的支持をえつつあるという情勢が進むほど，朝鮮人による上からの改革は絶望
になっていった。立法議院は，合衆国顧問によって起草された穏健な提案を含
む土地改革法案について討論することさえ熱心ではなかった。いまや旧日本人
所有地の処分さえもが，土地改革の前例を作り出すものとして，地主には直接
的な脅威に思われた。朝鮮人地主の土地に手をつけることなど， とんでもない
ことであった。これにたいして，アメリカ国務省は，土地改革が朝鮮人地主に
まで適用されなければならなくなった時には,地主に相応の補償を受けとらせ，
これで朝鮮の工業化に一つの役割を果させることを考えていた。そして，朝鮮
農民の土地改革への動きがとても防ぎきれるものでなく，なんらかの形でこれ
にこたえなければならなくなったと思われた時に，アメリカ軍政庁は， 1947年
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1月に立法議院を解散した。合衆国は，そこで， 日本人の土地を， 自らの統制
下に，小作人にたいする公販という方法で分配することにした。
旧日本人所有地の分配
1948年3月22日，新しい軍政長官ウイリアム．F・ディーン将軍は，命令17
3号のもとに，新韓公社を解体し，国家土地管理部を設立し，旧日本人農地の
すべてをこれに移管し，土地の売買を開始した。
この売買計画で注目されることは，売渡価格を耕地の年生産量の3倍とし，
15年年賦で現物で支払うこととしたことと，10年間転売を禁じたことである。
地価を年生産量の3倍とし， これを現物で支払わせたことは，南朝鮮が異常な
インフレで貨幣の信用が失われたため， この方法が最も公平な契約と考えられ
たからである。 10年間転売を禁じたのは土地投機業者の侵入を防止するためで
永久に土地の移動集中を禁止しているのではない。次に売渡に際してどの小作
人に売却すべきかの決定にあたっては，購買者の優先順位は，当該耕地の小作
人，それ以外の農業経験者，その他とし，農民の小作料の納入成績と供出成績
が重視された。このことは，当時の南朝鮮における米穀需給の窮迫状態にかん
がみ，少しでもこれを緩和するためであったといわれる。
土地売買の決定は，だいたい優良小作人の報償的な意味がきわめて濃厚であ
るといえるのである。さらに，売渡の対象となった農民の経営改善に積極的な
施策をとったことも注目されなければならない。これは，国家土地管理部の管
理下にある農民にたいして資金貸付，教育，農業管理などによって経営の改善
につとめながら，一方において，完渡価格の償還を完全に行わせるためのもの
である。
このようにして，国家土地管理部は， 1948年の5月末までの2ケ月間に分配
予定農地約59万筆の76％，すなわち45万筆の所有転換を行った。この売渡面積
は，農民1人当りに平均すると約4反5畝である。しかし，売渡土地の大部分
は最も有利な水田地帯にあるので，その南朝鮮農民の独立自営化にあたえた影
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響は，零細な売渡面積の数字が示すよりは大きかったといわれる。
この旧日本人所有地の解放には，相対立する二つの評価がある。一つは，そ
の意義をたいして認めないもので，例えば『農地改改顛末概要』は，次のよう
に評価している。
「旧日本人所有地の解放は，南朝鮮全体からみるとたいした問題ではな
い｡1930年末の地税納税義務者面積別人員表を基礎とする氏族別地主の所有
面積とその比率から計算すると，南朝鮮の旧日本人所有地は約26万6千町歩
で，総面積の約11.38％にすぎないのである｣22)。
これにたいして， これがその後の土地改革を必然にし，またその様式をも決
定したとする評価がある。谷浦孝雄氏は，次のようにのべている23)。
「この措置は同時に， 1947年6月現在推定された小作地105万余町歩の26
％の再分配を意味し，後の農地改革に決定的な影響を及ぱした｣。
「いわゆる有償買上有償分配案が既成事実となったのである。実際， この
あとの農地改革論議は，地価の算定をめぐるもので小作人側の抵抗を排し，
漸次地主保護の線に決まっていった｣24)。
この旧日本人所有地の払下げをめぐって，アメリカ軍政庁は， どのような動
きをたどったのか。全国土地行政局司政官だったC・クライド．ミッチェルは
次のようにのべている。
すでにのべたように，アーサー･L･ラーチ将軍は土地改革に反対であり，
旧日本人所有地の処分にも熱意を示さなかった。ラーチは， 日本の朝鮮統治に
たいする協力者とも，李承晩グループとも親しかった。そして， この二つのグ
ループは， ともに，朝鮮は,やがて，地主をはじめとする上層階級によって統
治されなければならないと考えていた。その地主の利益を損うようなことは，
22） 「農地改革顛末概要』1920ページ
23）谷浦孝雄「南朝鮮の農地改革｣，朝鮮史研究会『朝鮮社会の歴史的発展』極東書店，
1967年
24）同上188ページ
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できるだけ避けなければならないと信じていた。このラーチは， 1949年9月に
死んだ。ラーチの職を一時的に継いだチャールス・ヘルメックは，旧日本人所
有地払下げ計画案を作る作業を進めるようにミッチェルを督励したが， ミッチ
ェルは永続的軍政長官の到着を待つことにした。その軍政長官として， ウイリ
アム･F・ディーンカ:着任した。ミッチェルは，新長官に旧日本人所有地払下
げ計画の概要を説明し，新長官はその立案作業の推進を命じた。ディーンは，
ミッチェルの作業をアメリカ政府に報告した。ところが間もなく， ミッチェル
は， ディーンから, SWNCCが，旧日本人所有地の払下げを含む土地改革全
体を，新しい朝鮮政府が選挙されるまで延期するようにと，電報で指示してき
たと伝えられた。新しい朝鮮政府に，旧日本人所有地処分という，朝鮮人の希
望に沿った政策から出発させるというのが理由であった。 ミッチェルは， これ
にたいして，延期反対の意見をのべた。李承晩を中心とするグループは，地主
層を含んでおり，いかなる士地改革にも徹頭徹尾反対であり， したがって， 日
本人所有地払下げの延期は，結局，政治的に一触即発の情勢を作り出すだけで
あると説明した。
ミッチェルの延期反対の説明には，二つの重要なポイントがあった。まず，
もしアメリカ軍政庁のもとにおかれている土地が分配されれば，それは，新し
い朝鮮政府による土地改革の強い励ましとなるだろうということである。もし
小作農のかなりの部分が払下げによって土地を得れば，新しい政府は，朝鮮人
地主にたいする土地改革に，少くともことにおだやかな中立的であることを強
いられるだろうというものである。第二のポイントは，合衆国の全般的な政策
と関連したものである。もし南朝鮮で実際に土地改革が行われれば，北朝鮮の
共産党体制から，朝鮮人にとって最も魅力のある政策を，それが共産党政府だ
からできるという宣伝を奪いとることができるというものであった。
ディーンはこの問題に職をとす気はなかったけれども，明らかにミッチェル
の意見に動かされて， もし反対の命令を新しく受けないばあいには，土地払下
げを進行するつもりだと説明する電報をワシントンに打った。ディーンは10日
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間返事を待った後に， 1948年4月3日に払下げを断行した。ミッチェルは，た
しかに彼のスタッフが行政的な仕事の大部分を行ったのは確かだけれども，そ
れが始動するように最後のボタンを押したのはディーンダといっている。
SWNCC電報の背後に何があったのだろうか。オルソンは，ディーンがい
ろいろな韓国ロビイストからものすごい圧力を受けていたということを当時ソ
ウルに勤務していたスタッフから知らされたと記している。より特殊なものと
しては， ワシントンの李派のグループのお雇いロビーイストだったロバート ・
オリバーが，反対を表明していた。この物語りの多くはミステリーのままだけ
れども，議会関係者がSWNCCに圧力をかけて土地分配を止めようとしたこ
とは明らかである25)。
アメリカ軍政庁にとって，払下げは朝鮮の発展の土台を築くために計算され
たのではなかった。土地分配は， まず左翼にたいする闘いの戦術的な動機から
出たものであった。アメリカ軍政庁は，広般な政治的危機をはっきりと可能性
のあるものと考えた。 1947年7月に，ホッジ将軍は，その情勢を，占領開始以
来最も深刻なものとえがいている。 「東洋の市民戦争」について論じた後に，
ホッジは， 「政治的に幼稚な」朝鮮人が自由な土地と富の分配という虹のよう
な約束を充足しようとしているようなものだと報告した。アメリカ政府は，李
体制が小作条件を改善することに失敗したばあいには中国大陸で進行中のもの
と類似の情勢ｶﾐ生じるだろうと信じていた。このようにして，
土地払下げは，共産主義の進出から支持をとり去るものと期待された。そ
の進出は， この国の多くの社会改革とくに土地改革の必要性を有利に利用し
たものだった。
たしかに，旧日本人所有地の払下げは，最初から，李承晩のための選挙を成
功さ’共産主義に反対する政府を作り出すために意識的に行われたものであっ
た。その効果を，オルソンは次のように評価している。
25)U､S・DepartmentofState,Fb"g超〃肋〃わ"s"オルgU""ed""es(1947),
603-604,651-652,664811pp、691-692
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土地払下げに直面して，左派諸勢力は，農民のボイコットを呼びかけた。し
かし，小作農民は，土地所有者になる望みでいっぱいだった。 「慎重な利己主
義」が，アメリカ人によって「急進的」とみなされた農村地域においてさえ，
「連帯主義」にうちかった。土地の強力な魅力が，左翼からのボイコットの呼
びかけを圧倒したのであった。左翼の影響は，払下げの結果，農村部で急速な
下向を示した。これを最もはっきりと示したのは，土地払下げの直後に行われ
た1948年5月10日の総選挙であった｡一方において，アメリカの役人は，選挙
の直前に地主と対立するのをためらった。他方で， もっと重要だったのは，分
配を行い，それを旧日本人所有地に限ることで，失うよりももっと多くの票が
えられるだろうとはっきりと信じていたことである。この戦略の確かさは，選
挙で確かめられた。
払下げが新しい所有者からきわめて好い反響をえたので，ほとんどすべての
候補者が朝鮮人所有地の再分配を支持するという公約をよぎなくされた。たし
かに， この選挙は，大部分が，右翼政治家に限られたもので，決して国民の意
志を代表するものと性格づけることはできない。しかし，農民達がボイコット
のアピールが行われる中でこれを支持したことは意義あることである。アメリ
カ軍政庁は，後に， この土地払下げと農民の選挙への参加との直接的な相互関
係を見出すこととなった。経済協力局朝鮮部長ポール･G･ホフマンは，朝鮮
の土地改革はアメリカ軍政庁が行った政策のなかで何よりも民主勢力を強める
のに役立ったという意見をもっている。朝鮮の経験から, C・クライド・ミッ
チェルは，後に，土地改革のような社会改革を通じてのみ，農民の支持を取り
つけるたたかいがかちとられるだろうと語ることとなった。
朝鮮において，アメリカ軍政庁によってイニシアがとられた土地改革は，そ
の後朝鮮人自身によって完遂される土地改革に決定的な影響をおよぼした。ま
ず，合衆国の土地改革にたいする支援は，危機における政策決定のなかで最も
おづおづとしたものであった。政策は， ワシントンの指令がほとんどなく，あ
いまいで， しばしば矛盾したものであったので，朝鮮の情勢から出てきたもの
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であった。ソウルのアメリカ軍政庁は，その政策のイニシアをとり，その結果
をワシントンに説明しなければならなかった。このような朝鮮の例は， 日本と
鋭い対象をなすものとみなされる。 日本のばあいには，あらかじめ計画された
決定の装いが常にみられた。朝鮮においては，朝鮮半島にたいする公的なワシ
ントンの態度が現地のアメリカ軍政庁からの突き上げによって決定されるとい
うことがしばしば生じた。注目されることは， ワシントンから出たものであれ
現地のものであれ，土地改革にたいする朝鮮の広般な要求を抑圧することは，
改革が効果的になされるまでは,:つねに存在していた。そして，合衆国の利益
に反する大きな政治的混乱がはっきりと現われた時にはじめて，アメリカ軍政
庁はイニシァをとったのであった｡．
第二に，合衆国は，地主階級を，土地の没収とか低率の補償とかで一掃しよ
うと慾したのでもなければ，そうできたのでもなかった。合衆国は，朝鮮にお
ける地主の寡頭支配が新生朝鮮の前線で有益な経済的，政治的機能を果すこと
に疑いをもっていなかった｡土地改革は，朝鮮における合衆国の右翼の同盟者
の地盤を掘り崩すことなく農民の不安を静めるというかぎられた意味あいでの
みみられた。アメリカ軍政庁は,-太平洋において合衆国の利益にたいする根本
的に安全で同盟したエリートの立場を危くしたくなかった。一つの結果は左翼
組織の抑圧であったが， この左翼は,･部分的には，真の土地改革によって，朝
鮮に政治的，経済的,社会的利盛を回復しようとしたのであった。
第三に，アメリカ軍政庁は土地払下げを選んだが， これによって，保守的な
朝鮮のエリートによって管理された限界のある土地改革が完遂された後には，
「深刻な政治的紛争の中心は完全にとはいえなくても，大部分は，都市に移っ
た。その改革は，左翼が朝鮮における実質的な農民の支持を望みえたかもしれ
ない最後の重要な問題を除くことができた｣26)のであった。
26)DavidColeandPrincetonLyman,Kbrgα〃De"gﾉり"29",Cambridge,Mass.
HarverdUniv・Press,1971,p621
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